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ものといえる。







　年齢別登録人口データは，2014 年 12 月現在，市区町村別データのほかに
総務省自治行政局による全国の登録人口を対象としたものおよび都道府県が
自地域を対象としたものが公表されている。明細は次節において紹介する（表









年 7月以降加えられた。②では集計基準日が 2013 年分までの 3月 31 日から











び世帯数」による 2014 年 1 月 1 日時点の外国人比率および社会増減率（転
出者と転入者の差の期首人口に対する比率）を総人口に対する外国人比率が





　表 1－ 1の集計は，2014 年分からしか利用できないが，法務省による「在
留外国人統計」は，その前身の外国人登録統計も含めれば，1947 年分から
利用できる。表 1－ 2 は，2013 年末時点の「在留外国人統計」による外国
表 1－ 1　都道府県別外国人住民 1）　比率と社会移動率（2014 年 1月 1日現在）
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人登録数を外国人の比率が高い上位 10 都府県について示したものである。
表 1－ 1 と比べて対象人口の範囲 4）が多少広い 5）が，表 1－ 1 と同じく大
都市が所在する地域において外国人の比率が高い。このような傾向は，以前
の年次から継続的にみられる。
　つぎに 2014 年分から実施された集計基準日の 3月末から 1月 1 日への変
更の影響をみてみよう 6）。
　表 1－ 3は，全国についての月間移動数データのうち新旧の集計基準日で




　毎年 3月と 4月には他の月の 2倍近い社会移動（都道府県内間移動および
表 1－ 2　2013 年末都道府県別在留外国人数と総人口との比較







　また，12 月と翌年 1月の合計移動数の内訳は，2008 年を除いて 12 月がほ
ぼ 52％台で安定している。例外的に 12 月の比率が他の年次よりかなり小さ
い 2008 年については次のような事情が作用したのではないかと考えられる。
2008 年のように 12 月 31 日が水曜日の場合，多くの市区町村役場の閉庁日
が土曜日と日曜日であるので，年末年始の閉庁期間は 12 月 27 日（土曜日）
から1月4日（日曜日）までと最長になる。このように閉庁期間が長くなれば，
転出届の受付が 12 月には減り，1月に持ち越される。なお，12 月 31 日が火
曜日であった 2013 年にも 2008 年に似た事情が作用していると考えられる。
　以上の検討により，静態人口の集計基準日としては，3月 31 日よりも 1
月 1日の方が，社会移動の影響が相対的に小さいという意味で適切といえる。
表 1－ 3　集計基準日前後の月次移動者数 1）と集計基準日の曜日
















表 1－ 4　地域別年齢別転入超過数（2010 年）













 4） 表 1－ 2の集計対象には「一時庇護許可者又は仮滞在許可者」および「出生に
よる経過滞在者又は国籍喪失による経過滞在者」が含まれていない。


















































　表 2－ 2は，都道府県が 2010 年前後以降の期間について公表している年
齢別登録人口データの明細を示したものである 1）。総務省自治行政局が公表
しているデータと対象時点および外国人の取り扱い方式が同一のものは除い
た。このうち高知県による月次データの公表は，2011 年 11 月以降中止され
表 2－ 2　都道府県がサイト上で公表している年齢別登録人口静態統計 1）











 1） このほか 30 余りの都県が，2014 年 12 月現在市区町村別年齢別別推計人口を年
























　表 3－ 1 は，2009 年および 2014 年における年齢別登録人口データの収録
状況を市区町村の所在地域の属性別に示したものである。なお，市町村合併・
町村の市への昇格のために各区分の市区町村総数自体が若干変動している。
　2014 年の収録率は，各区分において全般に 2009 年よりも上昇している。
また，両年次とも収録率は，「農村色」が濃い町村部 3）・小都市では低く，
東京都・政令指定都市など「都市色」が濃い地域ほど高くなっている。
　つぎに，表 3－ 2は，2009 年時点および 2014 年時点の年齢別登録人口デー
タの収録状況を，外国人を含む総人口の規模別に示したものである。総人口
の規模のデータは各市区町村の 2009 年 3 月末時点および 2014 年 1 月 1 日時
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　すでに述べたように転入者の増加の規模は早期に把握する必要がある。
　表 3－ 3は，2009 年時点および 2014 年時点について収録状況を市区町村
人口の集計基準日前の 1年間についての社会増減率別に示したものである。
表 3－ 1　年齢別住民数データの収録自治体数　所在地域

















　表 3－ 4は，2009 年時点および 2014 年時点について収録データの始期（開
始年）を示したものである。2014 年時点については市区町村の所在地域の
属性別に示した。所在地域の区分方式は，表 3－ 1 と同一である。2009 年





　表 3－ 5は，同じく 2014 年における収録データの始期（開始年）を 2014




　表 3－ 6 は，同じく 2014 年における収録データの始期（開始年）を，各
表 3－ 3　社会増減率別年齢別住民数データ収録状況
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市区町村の 2013 年についての社会増加率別に示したものである。社会増減





　表 3－ 7 は，2009 年と 2014 年について収録データの対象人口の範囲と国
籍別集計方式の種類を，対比したものである。2009 年については町村分の
データの範囲に不明の場合が多いので，表 3－ 7・表 3－ 8 では両年次とも
市・特別区のみの結果を掲げる。このうち外国人分のデータ自体が表示され
ている集計方式およびその算出が実質的に可能な集計方式は，「日本人・外




質的に可能な方式が 2009 年分と比べて 1割弱増加してはいるが，2割程度
にすぎない。この比率が 2014 年分において他の地域より高いのは，外国人
の比率が高い大都市とその周辺地域である。






　表 3－ 9は，2009 年と 2014 年について収録データの集計表における最高
齢層 3）を除く年齢層の年齢区分方式を，所在地域の属性別に示したもので
ある。2014 年分と 2009 年分を比較すると，区分が最も細分化された各歳別
集計の比率は 66％から 78％へ高まっている。所在地域を属性別にみると，































































































　表 3－ 11 は，2009 年および 2014 年について収録データの集計表の行政
区別・校区別などの域内の地域別表章の有無を人口規模別に示したものであ








　表 3－ 12 は，2009 年および 2014 年についての集計の周期を示したもの
である。2014 年分については所在地域の属性別の集計結果も示した。2014





　また，基準日としては半年周期の集計の場合には 9月末ないし 10 月 1日
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が含まれている場合が大半であり，年 2回周期（3月・12 月など）・年 3回
周期（1 月・4 月・10 月）・年 5 回周期（3 月・6 月・8 月・9 月・12 月）な





　表 3－ 13 は，収録されている 2014 年分についての集計の周期を人口規模
別に示したものである。最も周期が短い月次集計の収録率は，人口規模との
関連は明瞭ではないが，町村のうち比較的人口規模が大きいのものおよび総
人口が 10 万人前後の都市において高く，総人口が 50 万人以上の都市におい
て低い。








































年齢 4区分別データだけを 2014 年 12 月現在サイトに収録している。
 3） 村による年齢別登録人口のサイト収録は，茨城県東海村，熊本県南阿蘇村の 2
村だけが把握できた。
 4） 各市区町村サイトにおける集計表の最高齢層についての下限年齢は，概ね 90
歳以上である。
 5） 総務省自治行政局住民制度課「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯
数」の 2014 年 1 月分集計表では，市区町村別外国人の年齢別データは，男女
総数が 50 人未満の場合および男女別計のいずれかが 10 人未満の場合は表示さ
れていない。総務省自治行政局（2014b）
  　なお，長野県安曇野市（2014）は，行政区別年齢別人口の掲載を 2014 年 1
月分から行わなくなった理由として「集計単位における母数が少ない場合，そ
表 3－ 14　年齢別住民数データの社会増減率別サイト収録状況（2014 年）
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れに該当する者の年齢が推定される恐れがあるためです。」としている。
 6） 集計結果のインターネット上での市区町村による公表は，2014 年 9 月末・10
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